
 問題１ 次のアからオの取引の仕訳について、正しいものには○、誤っているものには×を付すとき、正しい組合せの番号を

一つ選びなさい。 

 

ア．掛け売りした商品のうち 300,000円(うち前期売上分 180,000円)が返品された。なお、前期決算に際して、売掛金

期末残高 28,000,000円に対して、予想返品率 2％、売上総利益率 35％で返品調整引当金を設定してした。 

(借方) 返 品 調 整 引 当 金 180,000 (貸方) 売 掛 金 300,000 

 売 上 120,000    

 

イ．決算整理前の現金過不足勘定は貸方残高 8,200円であった。決算に際して調査をした結果、通信費支払額 3,000

円、消耗品費支払額 2,500円、買掛金支払額 10,000円、手数料受取額 7,400円、売掛金回収額 12,000円および前

受金受取額 5,000円の記帳漏れであることが判明した。原因不明分については雑益または雑損として処理すること

にした。 

(借方) 現 金 過 不 足 8,200 (貸方) 受 取 手 数 料 7,400 

 通 信 費 3,000  売 掛 金 12,000 

 消 耗 品 費 2,500  前 受 金 5,000 

 買 掛 金 10,000    

 雑 損 700    

 

ウ．×1年 4月 1日に取得し使用している機械(取得原価：27,500,000円、残存価額：取得原価の 10％、耐用年数：10

年、償却法：級数法、記帳法：間接法)について、当期(×5年 4月 1日～×6年 3月 31日)の決算に際して、当期首

に革新的な新機械が出現したために、現在使用中の機械について耐用年数の見直しを行った結果、翌期首からの残

存耐用年数を 3年とした。正規の償却と併せて必要な決算整理仕訳を行う。 

(借方) 臨 時 償 却 費 2,625,000 (貸方) 機 械 減 価 償 却 累 計 額 5,375,000 

 減 価 償 却 費 2,750,000    

 

エ．前期に貸し倒れ処理した売掛金 56,000円と当期に貸し倒れ処理した売掛金(すべて当期掛け売り分)48,000円を当

期中にそれぞれ現金で回収した。 

(借方) 現 金 104,000 (貸方) 償 却 債 権 取 立 益 104,000 

 

オ．当社は×6年 4月 1日に社債額面 20,000,000円を一口 100円につき 99円で買入償還し、代金は小切手を振り出し

て支払った。なお、この社債は×1年 4月 1日に一口 100円につき 95円で発行した額面総額 50,000,000円の社債(償

還期間 8年、利率年 4％、利払いは 9月末と 3月末の年 2回)の一部である。社債発行差金については毎決算(3月末

年 1回)において商法施行規則の定める最長期間で均等額を償却している。 

(借方) 社 債 20,000,000 (貸方) 当 座 預 金 19,800,000 

 社 債 償 還 損 175,000  社 債 発 行 差 金 375,000 

 

１．ア○ イ× ウ× エ○ オ○ 

２．ア× イ○ ウ○ エ× オ× 

３．ア× イ○ ウ× エ× オ○ 

４．ア○ イ× ウ○ エ○ オ× 

５．ア○ イ○ ウ× エ○ オ○ 

 

 

 

 

 

 



 問題２ 次の各文章について、正しいものには○、誤っているものには×を付すとき、正しい組合せの番号を一つ選びなさい。 

 

ア．簿記では、取引の仕訳と主要簿への記帳が正しく行われていることを確かめるために、総勘定元帳の勘定記録を集

計して、定期的に試算表の作成が行われる。試算表は、複式簿記における貸借平均の原理に基づいて、取引の仕訳

や主要簿への記帳に誤りがないかどうかをチェックする役割を果たす。ただし、試算表のこのような役割はあくま

でも貸借平均の原理に基づくものにすぎず、試算表の作成によってたとえ誤りが発見されない場合でも、そのこと

は取引の仕訳や主要簿への記帳にまったく誤りがないということを 100％保証するものではない。 

 

イ．個人企業の簿記では、損益計算書と貸借対照表は当期純損益(当期純利益または当期純損失)の金額を通して関係づ

けられており、当期純損益の金額を損益勘定から資本金勘定へ振り替えるための決算振替手続が、フローの勘定と

ストックの勘定を結びつける役割を果たしている。これに対して、株式会社の簿記では、損益計算書と貸借対照表

は当期未処分損益(当期未処分利益または当期未処理損失)の金額を通して関係づけられているため、当期純損益の

金額を損益勘定から未処分損益勘定(未処分利益勘定または未処理損失勘定)へ振り替えるための決算振替手続は、

フローの勘定とストックの勘定を結びつける役割を果たしていない。 

 

ウ．連結財務諸表を作成する場合には、連結会社相互間の内部取引を相殺消去するとともに、連結会社相互間の売買取

引から生じる未実現損益を消去しなければならない。ただし、連結財務諸表は、基準性の原則に基づき、連結会社

の個別財務諸表を基礎として作成されるものであるため、内部取引の相殺消去や未実現損益の消去に係る仕訳が連

結会社の会計帳簿に記入されることはない。一方、本支店会計においても、本支店合併財務諸表を作成する場合に

は、本支店相互間(本支店間または支店相互間)の内部取引を相殺消去するとともに、本支店相互間の売買取引から

生じる内部利益を除去しなければならない。この場合も、本支店合併財務諸表は、本支店の個々の財務諸表を基礎

として作成されるものであるため、内部取引の相殺消去や内部利益の除去に係る仕訳が本支店の会計帳簿に記入さ

れることはない。 

 

エ．大陸式決算法と英米式決算法の主な違いは、貸借対照表勘定の締切方法にある。大陸式決算法では、貸借対照表勘

定の締切に当たって、残高勘定のような一定の決算集合勘定を用いて決算振替仕訳を行い、それを転記することに

より資産、負債、および資本の各勘定の締切が行われる。これに対して、英米式決算法では、貸借対照表勘定の締

切に当たって、特に決算振替仕訳は行わず、資産、負債、および資本の各勘定に残高の金額を直接記入することに

より締切が行われる。なお、英米式決算法では、直接記入された残高の金額の正しさを検証するために、繰越試算

表と呼ばれる一種の残高試算表が作成される。 

 

オ．一定の継続的な役務提供契約から生じる費用や収益については、決算に当たり、見越しまたは繰り延べと呼ばれる

決算整理が実施される。このような決算整理から生じる資産または負債の勘定のことを、総称して経過勘定という。

具体的には、費用の見越しを表す前払費用、収益の見越しを表す前受収益、費用の繰り延べを表す未払費用、およ

び収益の繰り延べを表す未収収益の四つの勘定がこれに該当する。なお、経過勘定については、通常、次年度の初

めに、その残高の金額を関連する費用または収益の勘定に振り戻す記帳が行われる 

 

１．ア○ イ○ ウ○ エ× オ○ 

２．ア× イ× ウ○ エ× オ× 

３．ア○ イ× ウ× エ○ オ× 

４．ア× イ○ ウ× エ○ オ○ 

５．ア○ イ× ウ○ エ○ オ× 

 

 

 

 

 



 問題３ 次の〔資料Ⅰ〕～〔資料Ⅲ〕に基づき、売掛金の期末残高として、正しい金額の番号を一つ選びなさい。 

 

〔資料Ⅰ〕 

 決算整理前残高試算表(一部) (単位：千円) 

現 金 預 金 10,000 前 受 金 2,400 

受 取 手 形  3,000 売 上  120,000 

売 掛 金  20,001 雑 益  100 

仕 入  84,000    

販売促進費(試供品等)  1,200    

貸 倒 損 失  400    

雑費(振込手数料等)  50    

 

〔資料Ⅱ〕 

 売掛金内訳表 (単位：千円) 

得意先名 前期末残高 当期売上高 当期回収額 当期末残高 

Ａ 社 1,000 2,500 3,000 500 

Ｂ 社 450 1,000 2,000 △   550 

Ｃ 社 300 300 599 1 

Ｄ商事甲事業部 3,000 5,000 8,000 0 

Ｄ会社乙事業部 1,500 2,000 3,000 500 

Ｅ 商 店 300 4,000 1,500 2,800 

そ の 他 17,450 105,200 105,900 16,750 

計 24,000 120,000 123,999 20,001 

 

〔資料Ⅲ〕 決算整理事項等 

1. ① Ａ社向け商品につき値引き要請があり、交渉の結果 300千円の値引きで決着したが未処理である。 

  ② Ａ社の当期回収額のうち 500千円は先日付小切手(来期の日付)が含まれていた。 

2. Ｂ社の当期回収額のうち、前受金として処理すべき金額 800千円が含まれていた。 

3. Ｃ社の当期末残高は振込手数料で当社負担分である。 

4. Ｄ商事に対する請求は事業部ごとに行っているが、回収額は一括して振り込まれる。調査の結果、次の事実が

判明した。 

① 甲事業部の入金記帳が 400千円だけ過大になっていた。(同額だけ乙事業部の入金記帳が過少になっていた。) 

② 甲事業部向けの売上高 200千円が二重計上になっていた。 

③ 乙事業部向けの売上高のうち 100千円は販売促進費(試供品)として処理すべきものが含まれていた。 

5. Ｅ商店は当期中に倒産した。全額債権回収不能額として当期中に処理することにした。 

 

１．16,900千円 ２．17,400千円 ３．17,401千円 ４．17,700千円 ５．20,201千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 問題４ 次に示すのは、当社が当期に売買ないし保有した株式に関する資料である。この〔資料〕に基づき、当社の当期の個

別損益計算書において当期純利益の計算に算入される株式売却損益および株式評価損益の合計額として、正しい番号を

一つ選びなさい。なお、当社は「その他有価証券」の会計処理方法として部分資本直入法を採用している。税効果会計

は考えなくてよい。 

 

〔資料〕 

銘柄 保有目的 取得原価 前期末時価 当期購入額 当期売却額 当期末時価 

Ａ株式 売 買目 的 450千円 550千円  600千円  

Ｂ株式 売 買目 的 200千円 400千円   350千円 

Ｃ株式 売 買目 的   70千㌦  90千㌦ 

Ｄ株式 子 会 社 3,100千円 4,900千円   5,200千円 

Ｅ株式 関 連会 社 1,000千円 1,400千円  750千円  

Ｆ株式 関 連会 社 2,500千円 2,400千円   1,000千円 

Ｇ株式 そ の 他 700千円 900千円  1,000千円  

Ｈ株式 そ の 他 600千円 500千円   400千円 

Ｉ株式 そ の 他   800千円  950千円 

Ｊ株式 そ の 他   100千㌦  115千㌦ 

 

(注) 1. Ａ・Ｅ・Ｇの各株式は当期中に売却され、Ｃ・Ｉ・Ｊの各株式は当期中に新規取得された。 

2. Ｃ株式の取得時の為替レートは＄1＝￥115、Ｊ株式の取得時の為替レートは＄1＝￥112、決算日の為替レー

トは＄1＝￥110である。 

3. Ｆ株式の時価は回復不可能と判断される。 

4. 前期末に計上した評価損益を洗替処理により振り戻した額も、株式評価損益の計算に含める。 

 

１．損失 100千円 ２．損益±0千円 ３．利益 100千円 ４．利益 200千円 ５．利益 300千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 問題５ 次の各債権について、×4年度末(×5年 3月 31日)における貸倒見積高を計算し、貸倒見積高の金額の大きい順に並

べるとき、正しい順序を表す番号を一つ選びなさい。なお、貸倒見積高の計算に当たって、円未満の金額が生じるとき

は、四捨五入により処理するものとする。 

 

Ａ．債権Ａは、経営状態に重大な問題は生じていないＡ社に対する営業債権である。債権Ａの回収期間は 1年未満であ

り、過去 3年間の貸倒実績率(債権の期末残高に対する翌期 1年間における貸倒実績額の割合)の平均値に基づいて

貸倒見積高を計算する。債権Ａの期末残高と貸倒実績額の推移は次のとおりである。なお、担保の処分見込額は

500,000円、保証による回収見込額は 300,000円である。 

 ×1年度 ×2年度 ×3年度 ×4年度 

期 末 残 高 2,000,000円 1,800,000円 2,150,000円 1,986,000円 

貸倒実績額 ― 72,000円 30,600円 98,900円 

Ｂ．債権Ｂは、経営破綻の状態には至っていないが、債務の弁済に重大な問題が生じる可能性が高いＢ社に対する営業

債権である。債権Ｂについては、×4年度末において、Ｂ社の財政状態および経営成績を考慮に入れると、債権額か

ら担保の処分見込額および保証による回収見込額を控除した残額の 50％が貸倒れになると予想される。なお、担保

の処分見込額は 634,000円、保証による回収見込額は 735,000円である、このうち保証による回収見込額は債権額

の 49％に相当する金額を表している。 

Ｃ．債権Ｃは、Ｃ社に対する営業債権であるが、Ｃ社は深刻な経営難の状態にあり、再建の見通しがなく、実質的に経

営破綻の状態に陥っている。なお、×4年度末における債権Ｃの期末残高(債権額)は 650,000円であり、そのうちの

65％は担保の処分によって、また 25％は保証によって回収が見込まれている。 

Ｄ．債権Ｄは、経営破綻の状態には至っていないが、債務の弁済に重大な問題が生じているＤ社に対する営業外債権(貸

付金)である。債権Ｄは、数年前に一定の条件(元金 710,000円、返済期日×7年 3月 31日、利率年 6％、利払いは

毎年 3月末、元金は返済期日に一括返済)で貸し付けたものであるが、×4年度末(利払後)にＤ社から融資条件の緩

和の要請があったため、これを受け入れて、残りの融資期間について利率を年6％から年 1％へ変更することにした。 

Ｅ．債権Ｅは、経営破綻の状態には至ってはいないが、債務の弁済に重大な問題が生じているＥ社に対する営業外債権

(貸付金)である。債権Ｅは、以前に一定の条件(返済期日×6年 3月 31日、利率年 4％、利払いは毎年 3月末、元金

は返済期日に一括返済)で貸し付けられていたものを、数年前に債権額とは異なる価額で取得したものである。債権

額と取得価額の差額は金利の調整と認められたため、償却原価法(利息法、実効利子率は年 5％)により毎期処理して

きており、×4年度末における償却原価法適用後の債権Ｅの帳簿価額は 1,376,000円である。債権Ｅについては、×

4年度末(利払後)にＥ社から元金および利息の支払延期の要請があり、これを受け入れて、×6年 3月 31日に受け

取るべき元金および利息の金額を×7年 3月 31日に受け取ることにした。 

 

１．ＥＡＤＣＢ 

２．ＡＥＢＣＤ 

３．ＥＡＤＢＣ 

４．ＥＡＢＤＣ 

５．ＡＥＢＤＣ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 問題６ 次の〔資料Ⅰ〕および〔資料Ⅱ〕に基づき、未成工事支出金の期末残高がいくらになるか、正しい金額の番号を一つ

選びなさい。 

 

〔資料Ⅰ〕 

  未成工事支出金(整理前)明細  (単位：千円) 

工 事 名 請 負 金 額 工 期 工事進捗率 材 料 費 労 務 費 工 事 経 費 外 注 費 

Ａ 6,000 90日 100％ 600 1,800 360 2,000 

Ｂ 2,500 40日 100％ 300 800 160 800 

Ｃ 8,000 180日 80％ 1,200 0 0 3,000 

Ｄ 6,000 60日 50％ 400 0 0 1,000 

Ｅ 5,000 100日 0％ 800 0 0 0 

 

〔資料Ⅱ〕 

1. 売上収益の計上は工事完成基準によっている。なお、ＡおよびＢ工事は完成し、このうちＢ工事は引渡し済みである。 

2. 材料費は購入時点ですべて未成工事支出金に含めて処理する。 

3. 労務費および工事経費は工事進捗率に社内基準単価を掛けて算定し、未完成工事支出金勘定に算入する。 

  労務費単価は一日当たり 20千円、工事経費は労務費単価の 20％とする。 

4. 外注費は工事ごとに外注業者から請求書に基づき計上している。なお、〔資料Ⅰ〕に計上されている他に期末未払外

注費がＡ工事 300千円、Ｃ工事 400千円、Ｄ工事 500千円ある。 

5. それぞれの工事について、期末日現在までに発生した未成工事支出金が請負金額を超えた場合は、その超過額は未成

工事支出金勘定から減額し評価損として処理する。 

 

１．11,420千円 ２．15,680千円 ３．16,480千円 ４．16,536千円 ５．18,540千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 問題７ 次の〔資料〕に基づいて、当期(×5年度 4月 1日～×6年 3月 31日)の備品減価償却費として正しい金額の番号を一

つ選びなさい。 

 

〔資料〕 

1. 当社は、×5年 11月 30日に備品(取得日×2年 4月 1日、取得原価：4,000,000円、残存価額：400,000円、

耐用年数：8年、償却法：定率法、償却率：年 0.250)を 1,800,000円で下取りに出して、新しい備品 5,700,000

円を購入し、差額を現金で支払った。下取りに出した備品の時価は、下取り時点で算定した帳簿価額よりも

93,750円高い。 

2. 新しい備品は×5年 12月 1日から使用開始している。新しい備品についても下取りに出した備品と同様に、

残存価額を取得原価の 10％、耐用年数 8年で定率法で減価償却を行う。 

3. 下取りに出した備品ついては当期首から下取り時点までの減価償却費を月割りで計上し、新しい備品につい

ては使用開始時点から当期末までの減価償却費を月割りで計上するものとする。 

 

１．606,250円 ２．631,250円 ３．695,625円 ４．731,250円 ５．781,250円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 問題８ 次の〔資料Ⅰ〕および〔資料Ⅱ〕に基づいて、当事業年度(×2年 4月 1日～×3年 3月 31日)の当期純利益の金額と

して、正しい金額の番号を一つ選びなさい。 

 

〔資料Ⅰ〕 キャッシュ・フロー計算書の一部(単位：千円) 

前事業年度 当事業年度 

自 ×1年4月 1日 自 ×2年4月 1日 

至 ×2年 3月 31日 至 ×3年 3月 31日 

Ⅰ．営業によるキャッシュ・フロー 

 商品の売上収入  53,740  54,600 

 商品の仕入支出  －33,420  －32,700 

 人件費支出  － 5,190  － 4,830 

 その他の営業支出  － 7,670  － 7,800 

 営業活動によるキャッシュ・フロー  7,460  9,270 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー 

 有形固定資産の取得による支出  0  －10,470 

 有形固定資産の売却による収入  5,620  0 

 投資活動によるキャッシュ・フロー  5,620  －10,470 

 

〔資料Ⅱ〕 貸借対照表の一部(単位：千円) 

前事業年度 当事業年度 

×2年 3月 31日 ×3年 3月 31日 

売 掛 金 7,200 2,450 

商 品 8,090 14,400 

買 掛 金 2,400 5,670 

未 払 賃 金 給 料 1,040 1,680 

前 払 広 告 宣 伝 費 6,370 4,000 

備 品 15,500 25,970 

備品減価償却累計額 6,820 9,500 

 

１．60千円 ２．1,870千円 ３．5,290千円 ４．13,250千円 ５．16,670千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 問題９ Ｐ社(決算日は 3月 31日)は、×1年 3月末に、Ｓ社の株式 80％を 8,500千円で取得し、Ｓ社(決算日は 3月 31日)を

連結子会社とした。次の〔資料Ⅰ〕～〔資料Ⅲ〕に基づいて、×2年 3月 31日における連結貸借対照表上の、諸負債、

少数株主持分および自己株式の金額はそれぞれいくらになるか。正しい組合せの番号を一つ選びなさい。ただし、自己

株式の金額については、資本の部から控除されるべき金額とする。なお、税効果会計を適用する旨の指示がある場合の

法人税等の法定実効税率は 40％とする。 

 

〔資料Ⅰ〕 ×1年 3月 31日におけるＳ社の貸借対照表は、次のとおりである。 

 Ｓ 社 貸 借 対 照 表 (単位：千円) 

諸 資 産 21,300 諸 負 債 12,400 

  資 本 金  5,000 

  資 本 剰 余 金  2,000 

 

 

 利 益 剰 余 金  1,900 

 21,300  21,300 

 なお、諸資産の中に含まれる簿価 4,300千円の土地の時価は 5,800千円であった。その他の資産および負債について

は、簿価と時価との乖離は認められなかった。 

 

〔資料Ⅱ〕 ×2年 3月 31日におけるＰ社およびＳ社の貸借対照表は、次のとおりである。 

 Ｐ 社 貸 借 対 照 表 (単位：千円) 

諸 資 産 78,100 諸 負 債 55,800 

Ｓ 社 株 式  8,500 資 本 金  18,500 

  資 本 剰 余 金  5,200 

  利 益 剰 余 金  7,300 

 

 

 自 己 株 式  △ 200 

 86,600  86,600 

 

 Ｓ 社 貸 借 対 照 表 (単位：千円) 

諸 資 産 24,800 諸 負 債 15,404 

Ｐ 社 株 式  310 資 本 金  5,000 

  資 本 剰 余 金  2,000 

  利 益 剰 余 金  2,700 

 

 

 その他有価証券 

評 価 差 額 金 
 6 

 25,110  25,110 

 なお、Ｓ社において、Ｐ社株式(取得原価 300千円)は「その他有価証券」に分類されており、期末の時価は 310千円

であった。「その他有価証券」の評価損益の取扱いについてＳ社は、全部資本直入法を採用しており、税効果会計を適

用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



〔資料Ⅲ〕 連結貸借対照表作成に当たってのその他の留意事項 

1. 全面時価評価法を採用する。 

2. 資本連結に際して、子会社の資産および負債の時価評価において評価差額が生じる場合、税効果会計を適用

する。 

3. 連結調整勘定については、当事業年度(×1年 4月 1日～×2年 3月 31日)から、10年にわたり毎期均等額ず

つ償却する。 

4. Ｓ社は、当事業年度を含め、これまで利益処分を一切実施していない。 

 

１．諸負債 71,800千円 少数株主持分 2,060千円 自己株式 440千円 

２．諸負債 71,800千円 少数株主持分 2,120千円 自己株式 200千円 

３．諸負債 71,804千円 少数株主持分 2,058千円 自己株式 448千円 

４．諸負債 71,804千円 少数株主持分 2,120千円 自己株式 200千円 

５．諸負債 71,804千円 少数株主持分 2,120千円 自己株式 510千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 問題１０ 次の〔資料〕に基づいて、当社が当期(×1年 4月 1日～×2年 3月 31日)の財務諸表に注記すべき「潜在株式調整

後 1株当たりの当期純利益」の金額として、正しい番号を一つ選びなさい 

 

〔資料〕 

1. 当社の期首の普通株式数は 200百万株であったが、時価発行増資により×2年 2月 1日以降は 300百万株に

増加した。 

2. 当期純利益 6,500百万円のうち 2,500百万円は普通株式に配当される。なお、当期純利益の計算に際し、役

員賞与 500百万円が費用として計上されている。 

3. 当社には期首時点で、普通株式 60百万株分のストック・オプション(行使価格 400円)と、転換社債(権利行

使時に代用払込が強制される新株予約権付社債)10,000百万円(額面発行、年利率 5％、転換価格 250円)が存

在したが、期末に至るまで権利行使は行われなかった。 

4. 期中平均株価は 500円であった。 

5. 法定実効税率は 40％とする。 

 

１．20.59円 

２．21.51円 

３．21.67円 

４．25.36円 

５．30.07円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


